

























































































年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
マルチ取引相談件数 20,070 21,700 21,327 24,331 19,156 15,781 11,504
全相談に占める割合 1.0％ 1.7％ 1.9％ 2.3％ 2.0％ 1.7％ 1.3％
表2　2010年度のマルチ取引に関する相談の年代構成比
（国民生活センター『消費生活年報2011』）
年代 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代
70歳
以上 不明















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（31） 大阪地判平成22年 12月 2日判タ1350号 217頁。
５．あるべき連鎖販売取引の法規制を考える
すでに縷々検討してきたように、連鎖販売取引をめぐる特定商取引法の
改正経緯は、その時々の脱法的行為に対する対処としての意味を有してい
た。現行の特定商取引法は、取引類型要件を整備することでいわゆる「マ
ルチまがい」取引が生ずることがないようにその適用範囲を広げている。
また、連鎖販売に関する裁判例は、大きな傾向で評価すれば、実質的に連
鎖販売取引にかかる契約の効力を制限することを意図して展開してきたと
言える。詳細に特定負担と特定利益が記載されていない限り書面不備を理
由とするクーリング・オフが可能とする裁判所の判断は、不実告知を理由
とする取消権とも相まって、事後的に加入者がその取引の効力を否定する
可能性を広げたと評価される。言わば、違法な連鎖販売取引に騙されてし
まった加入者は、自らその契約の効力を否定することで、自らも蒔いてし
まった種を刈り取る責任を果たすことができる仕組みになっている。法に
よるマルチ商法の実質的な禁止は、マルチ商法の被害者による法で定めら
195（624）
れた権利の行使によって実現されるのである。それは、民事ルールに基づ
く消費者の権限行使によって市場の公正を図るという消費者基本法の思想
にも合致する。
もっとも、その法的な仕掛けは、連鎖販売取引の実質的な禁止にとって
本当に有効な手段たり得るのだろうか。
マルチ商法の被害者は、実は加害者としての側面を持っている。被害者
であっても、一定の期間、取引に関与することで友人や知人を勧誘した
り、時には一定額の特定利益を受け取っている場合がある。被害者の意図
はどのようなものであっても、被害を認識するまでの間に与えられた種を
自らも少なからず蒔いてしまっている。そうした場合に、民事的権利を行
使して、契約を否定したり、損害賠償を請求することは、法的にも、実際
にも複雑な判断が必要となる。消費生活センターでの連鎖販売取引に関す
るあっせんの場面では、特定利益がすでに支出した特定負担を超える加入
者からの相談については、消費者相談ではないとして対応をしないとの実
態もあると聞いている。一方で、連鎖販売取引に加入した者のすべてが契
約の効力を解消しないとすれば、それは結果的にその取引を主宰していた
者に利得を残してしまうことになる。違法なマルチ商法による被害がなく
ならない背景には、法的な規制にかかわらず、利益を得ることができると
のうまみが残されているとの現実がある。
圓山茂夫教授は連鎖販売取引を「ピラミッド型連鎖販売取引」と「リ
ピート型連鎖販売取引」に区分し、前者を全面的に禁止することを提案す
る
（32）
。そして、両取引を区別する基準の例として、アメリカの訪問販売協会
による自主基準を挙げる。具体的には、「70％・10人顧客ルール」と呼ば
れる基準である
（33）
。その内容は、第一に、報酬（特定利益）は、小売利益が
中心でありリクルート利益ではないこと。そのために組織に属さない最終
消費者への販売が少なくとも10人以上に対して行われること。第二に、
参加者が経済的損失を被らないためにも過剰在庫の防止規定と返金規定が
あること。例えば、小売の割合が70％を超えていること、である。また、
齋藤雅弘弁護士は、ピラミッドスキーム型の連鎖販売取引は禁止するべき
196 （623）
であるとし、その方法として、特定商取引法の改正よりは無限連鎖講防止
法の「金品」の要件の見直しをする方策が適当であるとする
（34）
。いずれも卓
見であり、検討すべき重要な指摘である。
連鎖販売取引は、法的に禁止されるべき段階に来ていると考えられる。
取引の複雑さや勧誘の際にしばしば冷静な判断を阻害する方法が用いられ
ている現実を考慮すれば、被害者による対応を前提とした法による実質的
な禁止では、問題は解決しない。連鎖販売取引の要素は特定利益と特定負
担にある。不相当な金額の特定負担が課せられている取引は、暴利行為と
して公序良俗に反する可能性が高い。一方で、リクルート利益が特定利益
の原資とされている限りは、参加者の多くは商品や役務の提供よりは、新
たな加入者を勧誘することに奔走する。その適正な割合をどのように考え
るかは残された課題ではあるが、最終消費者に対する小売利益が、第三者
への報酬の大部分を占めていない限りは、結局はネズミ講類似の金銭配当
組織が組み込まれていると評価されるべきではないだろうか。
連鎖販売取引を法によって原則として禁止するとともに、例外としての
有効な取引類型を明確にするための具体的基準やその方法については、稿
を改めて検討したい。
註
（32） 圓山・前掲（8）書345頁以下。圓山教授は、「ピラミッド型連鎖販売取引
に対しては、ネズミ講同様に活動禁止を明定すべき時期ではないか」と指摘
する（346頁）。
（33） この基準及びアメリカの連鎖販売の規制については、細川幸一「米国にお
けるマルチレベル販売（連鎖販売）規制の現状」早稲田大学大学院法研論集
74号（1995年）248頁。
（34） 齋藤雅弘「ネズミ講、投資・利殖詐欺、マルチ商法―破綻必定型スキー
ムの消費者被害（上）（下）」現代消費者法2号（2009年）129頁、同3号（2009
年）120頁。当該記載は、同3号124頁。
